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　目　的　兵庫県南部地震で住宅が甚大な被害を被ったが，これらの災害経験をふまえて

今後の住居の適切な構造安全水準を設定するためには，現在の安全水準を把握し，その上

で将来の水準を提唱することが急務である。現在に至るまでの安全水準は主に法令や諸学

会規準類に定められていることから，法令中の住居の構造規定の成立過程とその中での数

値等の設定根拠を明らかにし，安全水準の現状把握を行うことを目的とする。現在のよう

な力学に基づく構造安全規定が初めて公布されたのは市街地建築物法だが，その発端は明

治時代中期の東京市建築條例妻木案にまで遡る。その後立案された東京市建築條例学会案

や東京府建築取締規則案も同法に大きく影響を及ぼした。これをふまえ本研究は，住居構

造規定の起源から明治・大正期に至る構造規定の成立過程を考究し，その水準を検証する。

　方　法　住居構造法令の起源から江戸時代に至る近世までの資料は，諸図書館に所蔵の

法制史料を中心に文献調査した。明治以後の資料では日本建築学会等に所蔵される年代不

明の条文立案資料を多数収集し，その年代と条文立案過程の分析を基に，考察を行った。

　結　果　住居構造規定の起源は律令にみられ，江戸時代に至るまで地震よりも防災（火

災）に関する安全性が主に規定されてきた。明治以降ではまず経験的な構法規定が登場し，

次第に数値や数式に基づく構造規定が立案される。市街地建築物法の基礎となる明治期の

諸条例案立案中には濃尾地震等の大地震が発生し，耐震規定の考慮がなされたが水平震度

は制定されなかった。また法令に先駆け，警視庁内規で震度法による耐震設計が推奨され

る動きもあったが，現行設計法の基本となる震度規定は関東大地震後に初めて制定された。
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　目的　地震災害が住民と生活に及ぼす影響に注目してきた。同じ地域で発生した日本海

中部地震､釧路沖地震､北海道南西沖地震ｊﾋ海道東方沖地震において､同じような規模の地
震であってもその被害規模は連続的な地震発生によって左右される。それらの分析の結果、

被災地住民が体得した知見によって影･響されている事実を見いだした。本報では兵庫県南
部地震を考察に加え、住居を中心に地震経験が被害規模に及ぼす影響とその要因を探る。

　方法　調査資料は本災害に関する新聞, fﾚじ番組､週刊誌､単行本､報告書などとし、住居

を通した人間行動や意識的側面から分析し、兵庫県南部地震の現地調査もそれに加えた。

　結果　地震を時間経過に沿って考察したところ、経験が活用されている内容には「情報」

「行政対応」「被害」「避難」「火災保険」があった。さらに、経験は社会レベルから個

人レベルに至るまでさまざまなレベルで蓄積され、その結果を活用し対策がとられる。宮
城県沖地震のブロック塀の対策、日本海中部地震や北海道南西沖地震の津波対策、釧路沖

地震や北海道東方沖地震への室内散乱の対策、兵庫県南部地震の大都市における直下型地

震の対策、各地震の生活保証のための社会的対応などがその例であり、課題が山積してい

る。次の災害の発生地域・時期・規模がわからない現段階では、経験から得た教訓を一つ

一つ実行することが被害軽減のために大切であり、その実行は法改正を伴うものから個人

レベルで実行するものまで多様であり、それぞれの立場で役割を果たす必要がある。また、
経験の活用には伝承（教育・啓蒙など）する必要があり、それが社会運用されるようにな

れば経験則として意味をもつことになる。
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